






































































































過疎 180，！337，4899，6021，561 18，65210．4 143，77079．8



















































































































































































































































































































交流の型 交流をsう場所 「交　流　」　デ　一　タ　例 交流度
双方向型 地域内 交流事業参加者　体験型（宿泊）
交流事業参加者　体験型（日帰）
交流事業参加老　イベント（宿泊）
交流事業参加者　イベント（日帰）
セカンドハウス人口
帰省客
提携型交流の来訪者・交流会参加者（宿泊）
提携型交流の来訪者・交流会参加者（日帰）
国際交流の来訪者・交流会参加者（宿泊）
シンポジウム、セミナー、コンサート等の参加者 1
（宿泊）
シンポジウム、セミナー、コンサート等の参加者
（日帰）
視察来訪者（宿泊）
視察来訪者（日帰）
地域外 提携型交流の訪問者・交流会参加老
国際交流の訪問者・交流会参加者
一方向型 地域内 観光客（宿泊）
観光客（日帰）
各種施設利用者（宿泊）
各種施設利用者（日帰）
2／3
地域外 ふるさとオーナー制度・村民制度会員
ふるさと宅配便の固定客
地域関連の記事・ニュースの地域外間信者
各種行事・祭事への協賛・寄進者
アンテナショップ来訪者
単純来訪型 地域内 買物客
ﾊ勤・通学人口
1／3
注）前掲、国土庁資料（注5）による。
・交流人・・一・
o「交流を行・礪」・ 「滞在時間」
24
・「滞在日数@　365」p
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の式となる。これは，「交流を行った人数」の集計期間が1年間の場合であ
る。
　「交流人口」については，上記のような国土審議会調査部会の考え方が基
礎をなすものとなっているが，このほか，各地自治体の地域振興計画などを
通じて様々な考え方が行われている。この内いくつか代表的な事例について
見ておくことにしよう。
　（1）山形県西川町の「移動人口」
　山形県西川町では，1985（昭和60）年の第3次西川町総合開発計画一クオ
リティ・ライフにしかわ一」で，「西川町のゆとりと活力を生み出す源は，定
住人口だけでなく，「移動人口」も含むものと考えていく」と述べている。
「移動人口」には町を日帰りで訪れる客と「宿泊客」があるが，「宿泊客」は
1日当たり8千円の支出を行い定住人口（1人1日2，000円）の約4倍の経：
済効果があると見ている。これによれば，年間20万人の宿泊客があれば約
2，200人の定住人口に匹敵すると考えられている（11｝。
　定住人口は，その町で再生産活動を行い付加価値（賃金・利潤ほか）を高
める意味で単純な消費支出とは異なると見られるが，観光・宿泊客が町に一
定の経済効果をもたらすことは否定できない点であろう。
　1990（：平成2）年町の「月山生涯学習のむら構想」においては「移動人
口」を「交流人口」という言葉に云い換えてその重要性を指摘している。「交
流人口」は，町づくりに何らかの形で参加する町外の人達で，観光客数・行
政視察数・交通量などで測定することができる。
　（2）京都市の「都市活動人口」
　京都市は，1993（平成5）年に策定した「新京都市基本計画」の中で，人
口に関する基本指標の中で「常住人口」「昼間人口」の他に「都市活動人口」
を設定した。「都市活動人口」というのは，「京都に住み，働き，学び，面
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び，憩うすべての人」をさし，次の式で算出できるとしている。即ち，
都市活動人口＝常住人口＋流入超過人口＋観光・買い物客等
となっている。ここで流入超過人口というのは，通勤・通学等の流入人口か
ら流出人口を引いたものである。
　（3）愛知県の「交流人口」の考え方
　愛知県が1993（平成5）年11月にまとめた「愛知県21世紀計画・平成5－
7推進計画」の中で，「交流人ロゴとは，「様々な目的をもって一時的に来訪
する人をはじめ，その居住地を問わずこの地域を舞台に活動する人々」とし
ており，その事例として，通勤・通学人口・ビジネス人口・ショッピング人
口・観光・レクリエーション・レジャー人口，コンベンション・イベント人
mなどをあげている。「交流人口」を増加させる地域づくりとしては，例えば
大学等高等教育機関立地，駅前などの業務拠点地域整備，本社等中枢機能の
誘致，大型ショッピングセンター整備，文化・スポーツ施設整備，会議場・
展示場・各種イベントの開催などをあげている（表3－2参照）。
　表3－2　「交流人口」の事例（愛知県のばあい）
区　　　　分 当該「交流人口」を増加させる地域づくりの要素（例）
通勤・通学人口 工場・事業所、大学等高等教育機関立地など
ビジネス人口 駅前などの業務拠点地域整備、本社等中枢機能の誘致等
ショヅピング人口 商店街振興、大型ショッピングセンター整備など
観光・レクリエーション・
激Wャー人口
観光地・リゾート地域開発、テーマパークの整備
ｶ化・スポーツ施設整備など
コンベンション・
Cベント人口
会議場・展示場等の整備、各種行催事の開催など
注）愛知県『愛知県21世紀言」1’画』ユ993年による。
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　（4）福井県の「広域ふるさとづくり研究会」の研究
　福井県内の美山町，池田町，今庄町など隣接する町村で，広域連携による
「交流人口」の拡大による地域活性化の方法が検討されている。その基本方
針として，広域施策による資源の有効活用や各種活動の相乗効果を利用し，
人口減少による活力低下を解決する，としている。
　（5）山梨県と「幸住人口」
　山梨県では，1994（平成4）年4月スタートの長期計画に「高下人口」な
る概念を導入した。これは，「山梨に生まれて良かった，住んで良かった，訪
れて良かったと実感している人びとからなる人口」のことをさし，常住人口
だけでなく，「山梨ファン」といわれる観光客や山梨県を訪れる人びとを加
えることを提案している。即ち，
幸住人口＝常住人口＋滞留人口（山梨ファンや観光客など）
というわけで，そのために，例えば，交通基盤の整備が重要としている。興
味深い言葉であるが，山梨ファンの中身がやや抽象的と思われる。
　（6）山形県の検討
　山形県でも，1994（平成6）年度の研究課題として「交流人口」を取り上
げている。山梨県では，同年度からrlOO万人交流プラン」推進事業を1994
（平成4）年度からスタートさせ，大都市圏など県外から訪れる青少年の
「交流人口」を増やし，地域に活力を吹きこむことを課題としている。
（7）その他の検討例
その他の「交流人口」の検討例として，（財）地域活性化センターでは，
『交流人口と地域づくりに関する調査研究報告書』（平成4年3月）の中で，
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「地域の住民とはならないまでも，その地域が自己表現した魅力にひかれ
て，そこを訪れ，地域の人々とコミュニケーションを持つ人々」と定義して
いる。人口減少等により深刻な状況にある地域で，ただ観光客を増やすより
は，交流人口を増やすことを地域活性化に向けた新たな指針とすべきとして
いる。同報告書では交流人口増大に向けてのいくつかの提言をも行ってい
る。
　（8）北海道経済同友会の「交流人口」
　北海道経済同友会においては，「ネオ定住人口」及び「交流人口」を活かし
た地域づくりの方向性について議論を行っている。ここで「ネオ定住人口」
というのは，自らの価値観・欲求を満足させる場に一定期間居住する人口で
ある。また「交流人口」というのは，移動型ライフスタイルが進行する中
で，自らの価値観・欲求を充足しうる地域をおとずれる人口とされている。
　このような地域づくりへの具体的な手段として，地域独自の魅力＝「地域
キャラクター」を創造するための地方分権の推進やネオ定住インフラ，交流
インフラを優先的に整備すること，交流人口を前提にした財源配分を実現す
ること，などを検討している。
以上の検討例を通じて，「交流人口」の概念をわれわれがどのように理解し
ておくかであるが，われわれは1当面，
交流人口＝定住人口（夜間人口，他都市への一時的な出稼ぎ者を含む）＋
昼間人口（町村内の職場・学校等に周辺の他町村から流入してくる通勤・
通学等人口）＋観光・レクレーショソ・買い物油魚人口＋町村内の医療・
保健福祉施設・美術館・博物館・音楽ホール・体育館・スポーツ施設等を
利用に訪れる人口＋ふるさと村民制度をはじめ自治体の何らかのイベント
に他町村から参加する人口等
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とし，これに交流度などを加味した人口と考えておくことにした。ここで
は，他町村住民が参加する「ふるさと村民制度」などを含むものとする。ま
た，今後，国内からの移動のみでなく，国際的な訪問客の動向が大きなカギ
となるだろうことはいうまでもない。
4．「交流人口」をめぐる二，三の問題点
　一地方財政との関連を中心に
　以上，われわれは，「交流人口」の概念について，大都市圏と対比される地
方圏の人口動態と過疎化の進展の中でこの問題提起の背景と意義を述べ，
「交流人口」と交流事業の人的効果，広報効果，経済効果について，また，
「交流人口」の指標化をめぐる問題などを検討してきた。今日，東京一極集
中の中で地方圏の「定住人口」のみならず「交流人口」のあり方がクP一ズ
アップされ都市・農村の交流の拡大と地域の国際化の中で新たな意義を付与
されてきている。
　しかし，「交流人口」の概念には，なお，今後検討されていくべき課題もい
くつか残されている。これらの点について，特に自治体行政の経済的側面や
財政問題との関連を中心に述べておくとすれば，まず
　第1に，「交流人口」の地域雇用効果との関連についてである。この人口概
念が，定住人口と異なり地域の雇用をどのように高め得るかの点が課題とな
ろう。確かに，「交流人口」の拡大が地域の観光産業やその他商業・サービス
業などを活性化させることが予想できるだろう。その場合，地域の雇用の拡
大をどの程度もたらすかについてであるが，この点では今後「交流人口」の
波及効果に関するいくつかの検証が必要である。また，今後，自治体におけ
る付加価値を高めるような施策との連動が必要であろう。
　例えば，いま，ふるさと村民制度のような他市町村の住民の会員参加を前
提にした地域特産物の加工工場などが見られているが，これら会員なども
「交流人口」の構成要素と見なし，その施設等の位置づけを行っておくこと
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が必要である。このような制度が自治体内での雇用効果（高齢者，中高年婦
人のパート労働を含む）を高め，付加価値を高めていくための一つの方策と
すれば，今後，この面での経済効果の検討が必要であろう（12）。
　第2に，われわれの直接の関心事である「交流人口」の財政効果，特に自
治体の税収効果についてである。「交流人口」の拡大は，定住人口のばあいと
異なって，地域の生産と生活の再生産には直接かかわらない。それは，あく
まで，消費支出を中心とした間接的な経済効果，財政効果にとどまるものと
思われる。
　定住人口の増大が，地域の所得（生産，分配等）を増大させ，住民税など
を中心に自治体の税収を増大させるのに対し，「交流人口」の増大は，観光産
業，商業・サービス業などへの刺激効果を通じてその売上高や所得をある程
度押し上げ，それが自治体の税収増としてはねかえるとしても住民税を中心
に見れば限られたものにとどまるだろう。
　しかし，大きなイベント，一定期間つづく催物等（博覧会他）を通じて，
たばこ税など間接税収入の増大がもたらされる場合がある。消費税の一定部
分の地方税化が実現（平成9年度以降）すれば，地方税の充実化が図られる
といえる。
　「交流人口」の増大は，地方税の間接税部分にはねかえることが重要であ
る。アメリカ合衆国の州税（ないしは地方の付加税）であるSales　Taxやホ
テル滞在者などから徴収する利用者税（Occupied　Tax）などのあり方を，今
後わが国でも検討課題としてゆくべきだろう（13）。わが国の地方税における間
接税の比重増大策を今後進めねばならない。
　第3に，自治体における支出面，より具体的には「交流人口」と施設整備
との関連では，地方交付税の基準財政需要額の算定にどのように換算してい
くかの課題がある。云われている「交流人口」は流動的な面が多く一般財源
としては算定が難しいと思われる。当面，特別交付税や総合化された国庫補
助金（ないしは府県の地域振興支出金など総合化され，メニュー化された支
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出金）としての支出が考えられるだろう。
　自治体の支出面への影響としては，「交流人口」増大に伴う道路，鉄道（民
間資本を含む），バス等公共輸送機関の整備，公衆便所，ごみ等廃棄物処理の
施設整備のための支出とそのシステム化が課題となる。また，その地域や自
治体の歴史的個性を表現する歴史的街並みの整備，古い建造物の保存・修復
のための費用，いわゆる国際会議場やコンベンションホール，図書館，古文
書館（歴史館），博物館，美術館などの整備が要請される。ただ音楽ホール，
体育・スポーツ施設等のスケールについては，自治体の人口・財政規模との
照応はやはり必要で，「交流人口」の測定と建設コスト及びランニングコス
ト（経常費，維持費）への配慮がなされていなければならないα4）。
　第4に，「交流人口」と自治体の公営事業や「第3セクター」等運営の効率
性との関連をめぐる問題がある。公共性の高い公営事業（公営企業等）等が
赤字経営のケースが多く，また，自治体の出資する地方公社・「第3セク
ター」等の赤字と財政責任性が往々問われているケースが見られていること
は周知のところである。例えば観光客の流動のみでは季節性が大きく，これ
を四季を通じて平準化し，いかに料金収入面でも安定化を図るかが課題とさ
れている。この意味で「交流人口」の予測と測定のあり方が，これらセク
ターの運営にとって今後きわめて重要な条件となると云えるだろう。
　少くとも以上のような問題点と課題を抱えているとは云え，「交流人口」
のあり方は，地方都市をはじめ，過疎市町村において今後の地域活性化と新
たな地方財政問題として，重要な検討課題の一つとなることはいうまでもな
い。
（1）国土庁計画・調整局編r第四次全国総合開発計画総合的点検中間報告』平成5年
　（1993）6月参照。
（2）例えば坂本忠次・中村良平編著r瀬戸大橋と地域経済・環境問題』山陽新聞社，
　1991年。拙著r地方分権化の時代を考える』第2章，大学教育出版，1993年など。
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（3）国土庁地：方振興局過疎対策室監修『過疎対策の現況』平成5年（1993），1ページ。
（4）同上書，27ページ。
（5）国土庁計画調整局編r交流人口』《新たな地域政策》平成6年（1994）9月。なお，近
　世の街道と往来にについても人の「往き交う」意味がこめられた言葉と解釈できるだろ
　う。最近の「道の駅」の発想もこの辺に始まっているものと思われる。
（6）同上書，3ページ。
（7）同上書，4ページ。
（8）同上書，5ページ。
（9）以下の調査は，（株）三井情報開発総合研究所，r地域間交流の活発化による地域振興
　方策に関する調査』1994年，によっている。
（10）同上書（注5），6ページ。
（11）この算出計算は，（8，000円×20万人）÷（2，000円×365日）＝2，192人として算出され
　ている。ただこれは，消費（支出）局面のみについて見たものである。
（12）ふるさと村民制度については，岡山県下では鏡野町，新庄村ほかいくつかの町村で実
　施し活性化に貢献している。これらの経済効果の分析及び施設整備のあり方を検討し
　ていく必要があろう。
（13）この点については，例えば拙稿「地方分権化と地方税制一地方税と間接税問
　題一」r地方税』1994年11月号，を参照されたい。
（14）近年自治体が建設した国際会議場などが年1回しか使用されなかった例などがいくつ
　か報告されている。
一104一
